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(57)【要約】
【課題】測定精度のばらつきを削減でき、また、種々の
構造形式の橋梁に適用でき、しかも、測定範囲を拡大で
きる橋梁の活荷重測定方法を提供すること。
【解決手段】床版２を支持する複数の桁のうち、外側の
第１桁Ｇ１に歪センサＳｄを設け、第２支承４ｂの支点
反力を検出する。床版２の上側に、歪センサＳｄと同じ
橋軸方向位置に光センサＳｂを設け、車両の橋軸直角方
向の走行位置を検出する。歪センサＳｄで検出した支点
反力の急減値と、床版２の橋軸直角方向の影響線に光セ
ンサＳｂで検出した車両の橋軸直角方向位置を適用して
求めた値とで、車両の軸重を算出する。
【選択図】図１Ｂ
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　橋梁を走行する車両の軸重を、橋梁の構造部材を介して間接的に測定する橋梁の活荷重
測定方法であって、
　車両の走行に伴って橋梁の構造部材に生じる応答を検出する応答検出ステップと、
　上記車両の橋軸直角方向位置を検出する位置検出ステップと、
　上記橋梁の構造部材の応答と車両の橋軸直角方向位置とに基づいて、車両の軸重を算出
する軸重算出ステップとを備えることを特徴とする橋梁の活荷重測定方法。
【請求項２】
　請求項１に記載の橋梁の活荷重測定方法において、
　上記応答検出ステップは、橋軸方向に延在する構造部材の支点反力の影響線が急変する
位置で、車両の走行に伴う支点反力の変動を検出する支点反力検出ステップであることを
特徴とする橋梁の活荷重測定方法。
【請求項３】
　請求項１に記載の橋梁の活荷重測定方法において、
　上記位置検出ステップは、車両の車輪の位置を距離センサで検出することを特徴とする
橋梁の活荷重測定方法。
【請求項４】
　請求項２に記載の橋梁の活荷重測定方法において、
　上記軸重算出ステップは、上記支点反力検出ステップで検出した支点反力の変動値と、
橋梁の橋軸直角方向の影響線に車両の橋軸直角方向位置を適用して得た値とに基づいて、
車両の軸重を算出することを特徴とする橋梁の活荷重測定方法。
【請求項５】
　請求項２に記載の橋梁の活荷重測定方法において、
　上記構造部材の支点反力の検出位置を上記車両が通過した通過時刻を検出する時刻検出
ステップを備え、
　上記通過時刻に基づいて、上記支点反力の変動値を抽出することを特徴とする橋梁の活
荷重測定方法。
【請求項６】
　請求項３に記載の橋梁の活荷重測定方法において、
　上記距離センサは、距離検出ラインが橋軸直角方向に対して傾斜した方向に設定されて
いることを特徴とする橋梁の活荷重測定方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、橋梁を走行中の車両の重量を測定する方法に関し、特に、車両の車輪に接触
しないで間接的に軸重を測定する方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　橋梁の維持管理を効果的に行うには、橋梁を走行する車両による活荷重の作用状況を把
握することが重要である。橋梁に作用する活荷重の大きさや頻度を測定することにより、
測定結果に基づいて橋梁の疲労度合いを判定し、補修計画を適切に行うことができる。
【０００３】
　橋梁の活荷重の測定は、交通への影響を考慮して、車両の通行を妨げない方法で行うの
が好ましい。そのような活荷重測定方法として、路面にセンサを埋設し、このセンサで車
輪の接地圧を直接検出して軸重を測定する直接測定法がある（例えば、特許文献１参照）
。この測定方法は、センサが車両の車輪に直接接触するので軸重の測定精度が比較的高い
利点がある一方、路面の車線ごとにセンサを設置する必要があり、また、設置工事や保守
工事を行う際に交通規制が必要となる等の問題がある。
【０００４】
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　そこで、他の活荷重測定方法として、車両の重量を橋梁の構造部材を介して測定する間
接測定法がある。間接測定法は、ＢＷＩＭ（Bridge Weigh in Motion）と呼ばれ、桁の曲
げ歪やせん断歪に基づいて軸重を測定する方法や、床版のひび割れの開閉量の変動に基づ
いて軸重を測定する方法や、桁の支点反力に基づいて軸重を測定する方法が提案されてい
る。これらの間接測定法のうち、支点反力に基づく測定方法として、橋梁の主桁を形成す
るＩ桁の垂直補剛材に歪ゲージを設け、この歪ゲージで検出する支点反力の変動量に基づ
いて、車両の軸重を算出する方法が提案されている（例えば、特許文献２参照）。
【０００５】
　この間接測定法が適用された橋梁は、上り線と下り線が１車線ずつ設けられた床版を４
本のＩ桁で支持しており、１つの車線の荷重を２本のＩ桁で支持している。測定対象の車
線に対応する２本のＩ桁のうちの一方、例えば、外側のＩ桁の垂直補剛材に歪ゲージを設
置し、この歪ゲージで検出した歪データから支点反力を算出する。車両の車軸が橋梁へ進
入、又は、橋梁から退出するに伴って生じる支点反力の急激な減少量を検出し、この減少
量に基づいて軸重を求めている。
【特許文献１】特開２００７－５７３０４号公報
【特許文献２】特開２００３－１６６８７０号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　しかしながら、上記従来の支点反力に基づく活荷重測定方法は、軸重の測定精度にばら
つきが生じるという問題がある。例えば、車両の中心が車線の中心と一致して走行すると
きと、車両の中心が車線の中心から４０ｃｍずれて走行するときとの間で、測定値に２０
～３０％の誤差が生じる場合がある。
【０００７】
　また、上記従来の支点反力に基づく活荷重測定方法は、適用対象の橋梁の構造が限定さ
れる問題がある。例えば、上下線に夫々２車線以上を有する床版を、３つ以上のＩ桁で支
持する橋梁の場合、軸重が複数のＩ桁に分散されるので軸重の測定精度が低下することと
なる。また、箱桁形式の橋梁の場合、床版上の複数車線の荷重を単一の箱桁で支持するの
で、箱桁の支点反力から軸重を精度良く測定することが困難となる。
【０００８】
　また、上記従来の活荷重測定方法は、軸重が２０～３０ｋＮ程度以下の場合は測定が困
難であり、軸重の測定範囲が狭いという問題がある。したがって、普通自動車や、４トン
トラック等の中型乗用車の軸重を検出することができず、活荷重の実際の作用状況を把握
することが困難である。その結果、従来の活荷重測定方法の結果では、橋梁の応力発生状
況や疲労度合いを精度良く把握することができず、有効かつ効率的な補修計画を行うこと
ができないという問題がある。
【０００９】
　そこで、本発明は、測定精度のばらつきを低減でき、また、種々の構造形式の橋梁に適
用でき、しかも、測定範囲を拡大できる橋梁の活荷重測定方法を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　上記課題を解決するため、本発明の橋梁の活荷重測定方法は、橋梁を走行する車両の軸
重を、橋梁の構造部材を介して間接的に測定する橋梁の活荷重測定方法であって、
　車両の走行に伴って橋梁の構造部材に生じる応答を検出する応答検出ステップと、
　上記車両の橋軸直角方向位置を検出する位置検出ステップと、
　上記橋梁の構造部材の応答と車両の橋軸直角方向位置とに基づいて、車両の軸重を算出
する軸重算出ステップとを備えることを特徴としている。
【００１１】
　上記構成によれば、橋梁を車両が走行するに伴う構造部材の応答が検出されると共に、
上記車両の橋軸直角方向位置が検出され、上記応答と橋軸直角方向位置とに基づいて車両
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の軸重が算出される。したがって、構造部材の応答が車両の橋軸直角方向の走行位置に応
じてばらついても、検出された車両の橋軸直角方向位置によって応答のばらつきを修正で
きるので、軸重の測定精度を向上することができる。
【００１２】
　上記構成において、車両の橋軸直角方向の走行位置の検出は、車両が応答の検出対象で
ある構造部材の橋軸方向位置に達したときに行うのが好ましい。
【００１３】
　また、上記構造部材の応答とは、構造部材の変位、歪又は応力が該当し、ひび割れ開閉
量をも含む概念である。また、歪とは、曲げ歪、せん断歪及び圧縮歪のいずれでもよい。
また、歪の検出位置は、構造部材の任意の位置に設定することができ、要は、走行車両と
干渉しない状態で応答を検出できればどのような位置でもよい。
【００１４】
　また、橋梁には、桁構造、ラーメン構造、トラス構造及びアーチ構造等の種々の形式の
ものが含まれる。橋梁が桁構造である場合、単純桁及び連続桁のいずれの形式でもよく、
また、Ｉ桁及び箱桁のいずれを用いたものでもよい。さらに、橋梁は、材料については鋼
橋及びコンクリート橋のいずれでもよく、また、形状については直橋及び斜橋のいずれで
もよい。
【００１５】
　一実施形態の橋梁の活荷重測定方法は、上記応答検出ステップは、橋軸方向に延在する
構造部材の支点反力の影響線が急変する位置で、車両の走行に伴う支点反力の変動を検出
する支点反力検出ステップである。
【００１６】
　上記実施形態によれば、構造部材としての例えば単純桁の端部では、この単純桁が支持
する床版から車両が退去するに伴い、床版に作用する荷重が、車輪が退去する毎に軸重に
相当する値だけ急減する。したがって、床版の車両が退去する側の端部近傍に位置する支
点反力の変動を検出することにより、検出された支点反力の急減値から車両の軸重に対応
する値が得られて、軸重を算出することができる。なお、支点反力の変動は、支承の歪や
、構造部材の支承近傍部の歪を測定することにより検出できる。また、構造部材は連続桁
であってもよい。
【００１７】
　あるいは、単純桁が支持する床版へ車両が進入するに伴い、床版に作用する荷重が、車
輪が進入する毎に軸重に相当する値だけ急増する。したがって、床版の車両が進入する側
の端部近傍に位置する支点反力の変動を検出することにより、検出された支点反力の急増
値から車両の軸重に対応する値を得て、軸重を算出してもよい。
【００１８】
　なお、橋軸方向に延在する構造部材の支点反力の影響線とは、単一の集中荷重が路面を
橋軸方向に移動する際に構造部材の支点反力に生じる変動を示したものである。
【００１９】
　一実施形態の橋梁の活荷重測定方法は、上記位置検出ステップは、車両の車輪の位置を
距離センサで検出する。
【００２０】
　上記実施形態によれば、橋梁の活荷重である車両の軸重の作用位置を、容易に高精度に
検出することができる。
【００２１】
　なお、上記距離センサは、電磁波センサや超音波センサ等の種々の原理のセンサを用い
ることができるが、赤外線を用いた光センサが、荷重測定に適した精度を適切に得られる
点で好ましい。
【００２２】
　一実施形態の橋梁の活荷重測定方法は、上記軸重算出ステップは、上記支点反力検出ス
テップで検出した支点反力の変動値と、橋梁の橋軸直角方向の影響線に車両の橋軸直角方
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向位置を適用して得た値とに基づいて、車両の軸重を算出する。
【００２３】
　上記実施形態によれば、支点反力の変動値を、橋梁の橋軸直角方向の影響線に車両の橋
軸直角方向位置を適用して得た値で修正することにより、実際の走行位置に作用する軸重
を算出することができる。したがって、車両の軸重を精度良く測定することができる。
【００２４】
　上記実施形態において、橋梁の橋軸直角方向の影響線としては、単一の集中荷重が路面
を橋軸直角方向に移動する際に構造部材の支点反力に生じる変動を示したものを用いるの
が好ましい。
【００２５】
　一実施形態の橋梁の活荷重測定方法は、上記構造部材の支点反力の検出位置を上記車両
が通過した通過時刻を検出する時刻検出ステップを備え、
　上記通過時刻に基づいて、上記支点反力の変動値を抽出する。
【００２６】
　上記実施形態によれば、上記構造部材から連続的に検出される支点反力の変動値のうち
、構造部材の支点反力の検出位置の通過時刻における変動値を抽出することにより、支点
反力の変動値に含まれる種々のノイズを除去して、軸重に起因する値のみを抽出すること
ができる。したがって、軸重の測定精度を向上できる。
【００２７】
　一実施形態の橋梁の活荷重測定方法は、
　上記距離センサは、距離検出ラインが橋軸直角方向に対して傾斜した方向に設定されて
いる。
【００２８】
　上記実施形態によれば、橋梁の路面が複数車線を有する場合、２つ以上の車線を並んで
走行する複数の車両について、一つの車両で距離検出ラインが遮られる不都合を削減し、
各車両の橋軸直角方向の走行位置を検出することができる。したがって、複数の車両の軸
重を高精度に測定することができる。なお、距離検出ラインとは、距離センサの測距媒体
の進行路をいい、距離センサが例えば光センサである場合、検出光の照射線であり、距離
センサが超音波センサである場合、音波の伝播経路である。
【００２９】
　さらに、本発明の活荷重測定方法で測定した車両の軸重と、車両の橋軸直角方向位置と
を、床版の橋軸直角方向位置を変数として応力基準値を求める関数に適用することにより
床版の応力の発生傾向を推定することができる。
【００３０】
　すなわち、本発明の活荷重測定方法によって精度良く測定した軸重と車両の橋軸直角方
向位置を、応力基準値を求める関数に適用することにより、床版における応力発生傾向を
高精度に把握できる。したがって、実際に床版上を走行した車両の軸重の測定結果に基づ
いて、床版における応力の発生履歴を高精度に把握することができ、過不足のない床版の
補修計画を行うことができる。その結果、過剰な検査や補修を抑制でき、橋梁の維持コス
トの抑制を図ることができる。また、急速な疲労が進行しても、応力の発生履歴に基づい
て破損を高精度に予測でき、事前に十分な補修を行うことができる。
【発明の効果】
【００３１】
　本発明によれば、車両が橋梁を走行するに伴う構造部材の応答と、車両の橋梁における
橋軸直角方向の走行位置とに基づいて車両の軸重を測定するので、車両の橋軸直角方向の
走行位置のばらつきに起因する軸重の測定結果のばらつきを縮小でき、間接測定法の測定
精度を効果的に向上できる。その結果、車両交通を遮断することなく精度の良好な活荷重
の測定が可能となり、測定結果を利用して必要かつ十分な補修計画の立案ができ、ひいて
は、橋梁の補修費用の節約と補修効果の最大化を図ることができる。
【発明を実施するための最良の形態】
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【００３２】
　以下、本発明の橋梁の活荷重測定方法を、添付の図面を参照しながら説明する。
【００３３】
　図１Ａは、本発明の実施形態の活荷重測定方法が適用される橋梁を示す模式平面図であ
り、図１Ｂは、橋梁の模式縦断面図であり、図１Ｃは橋梁の模式横断面図である。
【００３４】
　この橋梁１は、床版２を６本の桁Ｇ１，Ｇ２，・・・，Ｇ６で支持する単純桁構造であ
り、桁Ｇ１，Ｇ２，・・・，Ｇ６は鋼製のＩ桁で形成されている。各桁Ｇ１，Ｇ２，・・
・，Ｇ６の両端が、下側のフランジに連結された支承４を介して橋脚５に支持されている
。
【００３５】
　床版２は鋼製床版であり、鋼板の表面に施されたアスファルト舗装上に、２車線の上り
線と下り線との合計４車線が設けられている。床版２の橋軸直角方向の両端には高欄３１
，３１が夫々設けられており、床版２の橋軸直角方向の中央には上り線と下り線とを分離
する中央分離壁３２が設けられている。図１Ｃに示すように、床版２の上り線の２車線と
下り線の２車線が、３本の桁で夫々支持されている。
【００３６】
　本実施形態の活荷重測定方法では、上り線の２車線を走行する車両の軸重を測定する。
図２は、床版２及び桁Ｇ１，・・・，Ｇ６のうち、活荷重測定を行う上り車線の部分を示
す部分断面図である。床版２は、鋼板２１と、鋼板２１の下側面に設けられた鋼製のリブ
２２と、鋼板２１の上側面に敷設されたアスファルト舗装２３で構成されている。本実施
形態では、上り線の最も外側（高欄３１側）の第１桁Ｇ１に歪センサＳｄを設け、この第
１桁Ｇ１の支点反力に対応する歪を検出する。この歪センサＳｄは、歪の発生に応じた電
気抵抗の変動を検出する歪ゲージを有し、第１桁Ｇ１のウェブの表面に、支承４ｂの上方
位置に貼り付けられている。なお、歪センサＳｄは、光ファイバ歪センサ等の他の歪セン
サを用いてもよい。また、第１桁Ｇ１のウェブに設置する以外に、第１桁Ｇ１の支承４ｂ
の上方に延在する垂直補剛材を設け、この垂直補剛部材に歪センサＳｄを設置してもよい
。要は、歪センサＳｄは、検出される歪に基づいて第１桁Ｇ１の支承４ｂの支点反力に対
応する歪を測定可能であれば、設置場所はどこでもよい。
【００３７】
　上記歪センサＳｄのほか、本実施形態の活荷重測定方法では、床版２の上側に設置した
光センサＳｂを用いる。光センサＳｂは、上り線の２車線を走行する車両について、橋軸
直角方向の走行位置を検出するために用いる。光センサＳｂは、赤外線レーザ素子とピッ
クアップ素子を備え、公知の測距儀と同様の機能を有する。すなわち、赤外線レーザ素子
から赤外線波長の検出光Ｂを出射し、この光が車両で反射した反射光をピックアップ素子
で受光し、三角測量の原理で車両までの距離を検出する。光センサＳｂは、使用する赤外
線波長は８６０ｎｍ、分解能は１ｍｍ、精度は±５０ｍｍである。なお、光センサＳｂの
検出光の波長は赤外線波長に限られず、車両の橋軸直角方向の走行位置を検出可能であれ
ば検出光の波長は限定されない。
【００３８】
　光センサＳｂは、図２に示すように、上り線の高欄３１の内側面に設置され、橋軸直角
方向に検出光Ｂを出射するように設定されている。光センサＳｂの設置位置は、橋軸方向
において、第１桁Ｇ１の歪を検出する歪センサＳｄと略同じ設置位置にしている。これに
より、橋軸方向において、歪センサＳｄによる支点反力の測定位置と、光センサＳｂによ
る車両の橋軸直角方向位置の測定位置とが一致するようになっている。また、光センサＳ
ｂの検出光Ｂの出射高さは、概ね普通自動車の車軸の高さに設定する。これにより、橋軸
直角方向に検出光を出射する場合は、光センサＳｂに近い側の車輪の橋軸直角方向位置を
測定することとなる。
【００３９】
　歪センサＳｄと光センサＳｂは、図示しない計測装置に接続されており、この計測装置
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により、歪センサＳｄの検出値と光センサＳｂの検出値を処理して橋梁を走行する車両の
軸重を算出するようになっている。計測装置は、ＣＰＵ（中央演算装置）を有する電子計
算機で構成されており、メモリに格納されたプログラムが読み出されてＣＰＵで実行され
、各センサの検出値の演算処理を行う。
【００４０】
　以下、計測装置により、歪センサＳｄと光センサＳｂの検出値に基づいて軸重を算出す
る方法を説明する。
【００４１】
　図３は、第１桁Ｇ１に関する橋軸方向の支点反力の変動線を示す図である。この支点反
力の変動線Ｌｒは、軸重の測定対象である車両が床版２上を走行する際、第１桁Ｇ１の支
点反力に生じる変動を示している。図３のうち、変動線Ｌｒの上方には、模式的な第１桁
Ｇ１を、変動線Ｌｒの横軸と橋軸方向位置を一致させて示している。図３の変動線Ｌｒに
おいて、横軸は車両の前輪Ｔ１の橋軸方向位置であり、縦軸は車両の走行に伴う支点反力
の増分である。この変動線Ｌｒは、第１桁Ｇ１の両端を支持する第１及び第２の支承４ａ
，４ｂのうち、車両の進行方向側の第２支承４ｂの支点反力に関するものである。図３の
変動線Ｌｒでは、車両の前輪Ｔ１の横軸位置における支点反力を、縦軸に示している。
【００４２】
　図３の変動線Ｌｒは、以下のような特性を有する。まず、車両が第１支承４ａ側から第
１桁Ｇ１上に進入すると、前輪Ｔ１の軸重と後輪Ｔ２，Ｔ３の軸重とが順次第１桁Ｇ１に
作用し、これに伴い、第２支承４ｂの支点反力が増加する。変動線Ｌｒにおける支点反力
の増加割合は、前輪軸重のみが作用するよりも、前輪軸重及び後輪軸重の両方が作用する
ときの方が大きくなる。なお、車両は前輪Ｔ１が１軸であり、後輪Ｔ２，Ｔ３が２軸であ
る。車両の前輪Ｔ１が第１桁Ｇ１の第２支承４ｂ側の最端位置Ｍｒに達すると、支点反力
の値が最大となる。この後、車両が更に前進して前輪Ｔ１が第１桁Ｇ１上から退去すると
、図３に示すように、支点反力が急減値Ｆ１だけ減少する。この支点反力の急減値Ｆ１は
、前輪軸重に基づく値であり、歪センサＳｄからの歪の値から算出された支点反力の差分
値を取ることにより検出する。支点反力の差分値は、ノイズの混入等を考慮して０．０１
～０．０４秒程度の時刻間隔で算出するのが好ましい。車両が更に前進すると、２軸の後
輪Ｔ２，Ｔ３が順次第１桁Ｇ１上から退去し、これに伴い、図３に示すように、支点反力
が急減値Ｆ２及びＦ３ずつ減少して零になる。
【００４３】
　第１桁Ｇ１の支点反力の急減値Ｆ１，Ｆ２及びＦ３は、前輪軸重及び後輪軸重による値
であるが、床版２は複数の桁Ｇ１，Ｇ２，Ｇ３で支持されているため、実際の軸重に対し
て誤差を含んだ値である。そこで、上記急減値Ｆ１，Ｆ２，Ｆ３に対して、図４Ａの影響
線を用いた修正を行う。
【００４４】
　図４Ａは、第１桁Ｇ１における床版２の橋軸直角方向の影響線Ｌ１を示している。この
影響線Ｌ１は、床版２に作用させた単一の集中荷重を橋軸直角方向に向かって移動させた
際、第１桁Ｇ１の支点反力に生じる変動を示している。図４Ａにおいて、横軸は、橋軸直
角方向における集中荷重の作用位置であり、縦軸は、第１桁Ｇ１による支持位置に集中荷
重が作用したときを１とする第１桁Ｇ１の支点反力の比の値である。この影響線Ｌ１を用
いて、光センサＳｂで検出された橋軸直角方向位置に車輪が走行するときの第１桁Ｇ１の
支点反力比を算出する。
【００４５】
　ここで、検出光Ｂが橋軸直角方向に出射する光センサＳｂでは、橋軸直角方向位置が検
出される車輪は光センサＳｂ側の車輪のみである。そこで、光センサＳｂから遠い側の車
輪の橋軸直角方向位置として、光センサＳｂの検出値に一般的な車輪幅を付加して得た推
定値を用いる。なお、普通自動車と大型自動車との間で車輪幅の差は全長の差よりも小さ
いので、車輪幅の推定による軸重の誤差は小さい。
【００４６】
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　上記光センサＳｂの検出値と推定値を、図４Ａの影響線Ｌ１に適用し、前軸の左右両輪
位置に対応する第１桁Ｇ１の支点反力比の値を夫々特定する。これらの比の値を合計し、
合計値で上記急減値Ｆ１を除することにより、車両の軸重が求められる。ここで、車両の
軸重とは、左右両輪から作用する荷重の合計である。
【００４７】
　図４Ａの影響線Ｌ１は、計測装置のメモリにテーブルとして格納し、光センサＳｂの検
出値に基づいて、橋軸直角方向位置に対応付けられた影響線Ｌ１の値を上記テーブルから
読み出せばよい。あるいは、影響線Ｌ１を表す関数を格納し、この関数に、光センサＳｂ
の検出値に基づく橋軸直角方向位置の値を代入して演算し、縦軸の影響線Ｌ１の値を得て
もよい。
【００４８】
　以上のような処理により、本実施形態の活荷重測定方法によれば、歪センサＳｄが検出
する第１桁Ｇ１の支点反力と、光センサＳｂが検出する車両の橋軸直角方向位置とに基づ
いて、車両の軸重を高精度に測定することができる。
【００４９】
　下記の表１は、上り線において、第１車線と第２車線とに車両が夫々走行する際の第１
桁Ｇ１，第２桁Ｇ２及び第３桁Ｇ３の支点反力を測定した実験結果を示すものであり、各
車線の３つの橋軸直角方向位置を車両が走行する場合の支点反力を示すものである。
【表１】

　表１において、最頻度位置とは、各車線のうち、最も多くの車両が走行する橋軸直角方
向位置であり、この最頻度位置と、最頻度位置から外側（高欄３１側）に４００ｍｍずれ
た位置（－４００ｍｍ）と、最頻度位置から外側（中央分離壁３２側）に４００ｍｍずれ
た位置（＋４００ｍｍ）とを車両が走行する場合の支点反力を示している。また、最頻度
位置を走行する際の支点反力を基に、外側位置を走行する際の支点反力の比率と、内側位
置を走行する際の支点反力の比率とを示している。ここで、車両の橋軸直角方向の走行位
置が正規分布に従うと仮定した場合、最頻度位置±４００ｍｍは標準偏差の２倍に相当す
る。一般的に、最頻度位置を車線の中央とすると、外側及び内側へ４００ｍｍずれた位置
は、いずれも車線の範囲内である。
【００５０】
　表１から分かるように、走行位置が最頻度位置からずれると、いずれの車線の範囲内で
あっても第１乃至第３桁Ｇ１，Ｇ２，Ｇ３の支点反力に３０％前後の増大又は減少が生じ
る。したがって、第１乃至第３桁Ｇ１，Ｇ２，Ｇ３の支点反力の急減値を軸重とすると、
車両走行位置に起因して３０％前後の誤差が生じることとなる。これに対して、本実施形
態によれば、車両の橋軸直角方向の走行位置を検出し、これに基づいて支点反力の急減値
に修正を行って軸重を算出するので、軸重の測定精度を大幅に高めることができる。
【００５１】
　さらに、本実施形態の活荷重測定方法では、光センサＳｂの検出信号に基づいて、歪セ
ンサＳｄの検出信号に含まれるノイズの除去を行う。歪センサＳｄの検出信号には、第１
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桁Ｇ１の支点反力を検出する場合、床版２上に走行する他の車両の荷重や、床版２や第１
乃至第３桁Ｇ１，Ｇ２，Ｇ３の振動等によるノイズが含まれる。従来は、軸重が２０～３
０ｋＮ程度以下である場合、支点反力の急減値がノイズに埋もれていたため、中型車以下
の車両については軸重の測定が困難であった。これに対して、本実施形態では、光センサ
Ｓｂの検出信号から、車両が歪センサＳｄの設置位置を通過した時刻を特定し、この通過
時刻における支点反力の差分値を抽出することにより、ノイズの影響を除去する。したが
って、２０～３０ｋＮ程度以下の軸重についても検出が可能となり、中型自動車や普通自
動車についても軸重の測定が可能となる。
【００５２】
　本実施形態において、光センサＳｂは、橋軸直角方向に検出光を出射するように設置し
たが、橋軸の傾斜方向に検出光を出射するように設置してもよい。これにより、隣り合う
２車線に車両が併走する場合、すなわち、隣り合う２車線の同一の橋軸方向位置に車両が
走行する場合においても、各車線の車両の橋軸直角方向位置を測定することができる。ま
た、車両の両輪の橋軸直角方向位置を測定することができるので、軸重の測定精度を更に
向上することができる。この場合、両輪間の幅を算出し、算出された車輪幅に基づいて車
種の特定を行うことも可能である。
【００５３】
　また、本実施形態において、歪センサＳｄを第１桁Ｇ１のみに設置し、第１桁Ｇ１の支
点反力に基づいて車両の軸重を検出したが、複数の桁に歪センサＳｄを設置してもよい。
上記実施形態のように、第１桁Ｇ１のみに歪センサＳｄを設置すると、図４Ａの影響線Ｌ
１から分かるように、車両が第３桁Ｇ３の近接位置を走行する場合は第１桁Ｇ１に生じる
支点反力が大幅に減少するので、算出される軸重の精度が低下する。
【００５４】
　そこで、第２桁Ｇ２に歪センサＳｄを追加し、第２桁Ｇ２の支点反力も検出することに
より、軸重の算出精度を向上させることができる。図４Ｂは、第２桁Ｇ２における床版２
の橋軸直角方向の影響線Ｌ２である。すなわち、床版２に作用させた単一の集中荷重を橋
軸直角方向に向かって移動させた際に第２桁Ｇ２の支点反力に生じる変動を、第２桁Ｇ２
による支持位置に集中荷重が作用したときを１とする第２桁Ｇ２の支点反力の比の値で表
したものである。第２桁Ｇ２の歪センサＳｄにより支点反力の急減値を検出し、この急減
値に図４Ｂの第２桁Ｇ２に関する影響線Ｌ２を適用することにより、車両が第３桁Ｇ３の
近傍位置を走行する場合においても車両の軸重を高精度に算出することができる。また、
第３桁Ｇ３に歪センサＳｄを追加し、図４Ｃの第３桁Ｇ３に関する床版２の橋軸直角方向
の影響線Ｌ３を適用して軸重を算出してもよい。
【００５５】
　このように、複数の桁の支点反力を検出すると共に車両の橋軸直角方向を検出し、支点
反力の急減値に、各桁に対応した橋軸直角方向の影響線に車両の橋軸直角方向位置を適用
して定めた修正係数を適用することにより、高い精度で車両の軸重を算出することができ
る。
【００５６】
　図５は、本発明の実施形態の活荷重測定方法で測定した軸重を用いて、応力発生傾向を
把握する対象である床版２の部分と、応力基準値の推定に用いる関数曲線を示した図であ
る。図５の床版２の部分は、図２の床版２の第１桁Ｇ１と第２桁Ｇ２の間の部分である。
床版２の鋼板２１には、アスファルト舗装２３上を車両が走行するに伴って応力が発生し
、特に、床版２の鋼板２１とリブ２２との溶接部に応力集中が生じ易い。この応力の発生
が車両の通行で繰り返されることにより、鋼板２１とリブ２２との溶接部に疲労亀裂が生
じ、鋼板２１が変形してアスファルト舗装２３の穴あきや鋼板２１の破損に至る恐れがあ
る。このような床版の破損を防止するため、床版の適切かつ効率的な検査や補修を行うこ
とを目的とし、以下のようにして、床版の鋼板２１における応力の発生傾向を把握する。
【００５７】
　図５の関数曲線Ｌｆを示す座標の横軸は、鋼板２１における応力基準値の推定位置Ｍｓ
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を零として橋軸直角方向に設定した車輪位置であり、縦軸は応力比である。応力比は、車
輪の中央が推定位置Ｍｓと一致するときの大きさを－１としている。応力比の符号は、引
張が正であり、圧縮が負である。図５の床版２の部分は、橋軸直角方向位置を座標の横軸
と一致させて示している。図５では、応力基準値の推定位置Ｍｓに車輪Ｔ１の中央が一致
している様子を示している。
【００５８】
　図５の関数曲線Ｌｆは、床版２のアスファルト舗装２３上に荷重を実際に作用させたと
きの応力の測定結果に基づいて定められた近似式であり、橋軸直角方向位置を変数とする
４次関数で表すことができる。関数曲線は、橋軸直角方向位置を変数xとして、例えば下
記の式（１）のように表すことができる。
　Lf=-10x4-24x3-5x2-19x-1・・・（１）
この関数曲線Ｌｆに、本実施形態の測定方法で検出された車輪の橋軸直角方向位置を適用
して応力比を求め、上記測定方法により測定された軸重を乗じて、推定位置Ｍｓにおける
応力基準値を求める。
【００５９】
　この応力基準値の推定方法によれば、高精度に測定された軸重と車輪の橋軸直角方向位
置を用いることにより、床版２の鋼板２１に生じる応力の基準値を高精度に推定できる。
したがって、実際に床版２上を走行した車両の軸重の測定結果に基づいて、床版２の鋼板
２１における応力の発生履歴を高精度に把握することができる。このような応力の発生履
歴を利用することにより、床版２に対する過不足のない補修計画を行うことができ、その
結果、過剰な検査や補修を抑制して橋梁の維持コストの削減を図ることができる。また、
過積載や過剰な交通によって床版２の疲労が急速に進行しても、本実施形態の活荷重測定
方法と応力基準値の推定方法を継続的に実行することにより、床版２の破損を事前に予測
して、適切な補修を行うことができる。
【００６０】
　上記実施形態において、橋梁は、床版２を複数のＩ桁Ｇ１～Ｇ６で支持したが、床版を
鋼製の箱桁で支持する橋梁に対しても本発明を適用可能である。すなわち、図６Ａに示す
ように、床版２を閉断面の箱桁Ｂで支持する橋梁に関して、箱桁Ｂの外側（高欄３１側）
のウェブＢｗ１に、支承４の上方に位置するように歪センサＳｄを設置すると共に、床版
２上の路面近傍に光センサＳｂを設置する。上記歪センサＳｄで支点反力を検出すると共
に光センサＳｂで走行車両の橋軸直角方向位置を検出する。
【００６１】
　箱桁形式の橋梁は、複数車線の活荷重を１つの箱桁Ｂで支持するので、歪センサＳｄの
検出信号には複数の車両の荷重が重畳している一方、車両の橋軸直角方向位置に起因する
支点反力の応答の差が少ない。したがって、箱桁Ｂの支点反力のみを検出する場合、支点
反力の急減値はノイズに埋もれやすく、軸重に対応する急減値を検出することが困難であ
る。
【００６２】
　これに対して、本実施形態では、光センサＳｂの検出信号から車両の通過時刻を検知で
きるので、歪センサＳｄの検出信号から上記通過時刻の前後の支点反力値を抽出し、この
差分を取ることにより、軸重に対応する急減値を検出することができる。そして、光セン
サＳｂで検出した橋軸直角方向位置を、図６Ｂに示す床版２の橋軸直角方向の影響線Ｌｂ
に適用して支点反力比を抽出し、この支点反力比で急減値を除することにより、軸重を精
度良く算出することができる。なお、図６Ｂの橋軸直角方向の影響線Ｌｂの座標について
、横軸は床版２に作用させる単一集中荷重の橋軸直角方向位置であり、縦軸はウェブＢｗ
１側の支承４における支点反力比であって、箱桁ＢのウェブＢｗ１と同じ橋軸直角方向位
置に集中荷重が作用したときを１とする支点反力の比の値である。横軸において、Ｂｗ１
は箱桁の外側（高欄３１側）のウェブに対応する位置であり、Ｂｗ２は箱桁の内側（中央
分離壁３２側）のウェブに対応する位置であって、もう一つの支承４による支持位置であ
る。
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【００６３】
　箱桁Ｂは複数のＩ桁の群よりもねじり剛性が高いので、箱桁Ｂで床版２を支持する場合
、複数のＩ桁で支持する場合と比較して、図６Ｂから分かるように、荷重の橋軸直角方向
位置の違いによる支点反力比の大きさの差が小さい。したがって、橋軸直角方向の支点反
力の変動線を用いても、支点反力の値から車両の通過位置を判別することは困難であるの
で、支点反力の急減値のみから車軸を精度良く算出することは困難である。そこで、本実
施形態のように、光センサＳｂで橋軸直角方向位置を検出し、この橋軸直角方向位置を橋
軸直角方向の影響線Ｌｂに適用して抽出された支点反力比で支点反力の急減値を修正する
ことにより、車軸を精度良く算出することが可能となるのである。
【００６４】
　以上のように、本発明によれば、箱桁形式の橋梁についても、走行車両の軸重を精度良
く測定することができる。
【００６５】
　なお、上記箱桁Ｂは、閉断面箱桁であったが、開断面箱桁であってもよい。
【００６６】
　また、鋼製桁以外に、プレストレスコンクリート桁を用いた橋梁についても本発明は適
用可能である。
【００６７】
　また、桁によって支持される床版は、鋼製床版に限られず、例えばＲＣ床版や合成床版
等の他の形式の床版であってもよい。
【００６８】
　また、距離センサは、赤外線を用いた光センサに限られず、他の波長を用いた光センサ
や、超音波センサであってもよい。
【００６９】
　また、上記実施形態の荷重測定方法では、第１桁Ｇ１の第２支承４ｂにおける支点反力
に関し、第１桁Ｇ１上から車両が退去する際の急減値から軸重を求めたが、第１桁Ｇ１の
第１支承４ａにおける支点反力に関し、第１桁Ｇ１上に車両が進入する際の急増値から軸
重を求めてもよい。
【００７０】
　また、上記実施形態の荷重測定方法では、桁の支点反力に基づいて車両の軸重を測定し
たが、桁の曲げ応力やせん断応力に基づいて車両の軸重を測定してもよい。また、桁の支
点反力や応力に限られず、他の構造部材の変位、歪、応力、又は、ひび割れ開閉量等の応
答に基づいて車両の軸重を測定してもよい。この場合、構造部材の応答を計測する位置の
橋軸方向位置と同じ橋軸方向位置で、車両の橋軸直角方向の走行位置を検出すればよい。
【図面の簡単な説明】
【００７１】
【図１Ａ】本発明の活荷重測定方法を適用する橋梁を示す模式平面図である。
【図１Ｂ】図１Ａの橋梁の模式縦断面図である。
【図１Ｃ】図１Ａの橋梁の模式横断面図である。
【図２】活荷重測定を行う上り車線の部分を示す部分断面図である。
【図３】第１桁の橋軸方向の影響線を示す図である。
【図４Ａ】第１桁における床版の橋軸直角方向の影響線を示す図である。
【図４Ｂ】第２桁における床版の橋軸直角方向の影響線を示す図である。
【図４Ｃ】第３桁における床版の橋軸直角方向の影響線を示す図である。
【図５】本発明の実施形態の応力基準値の推定方法を適用する床版の部分と、応力基準値
の推定方法に用いる関数曲線を示した図である。
【図６Ａ】箱桁形式の橋梁を示す模式縦断面図である。
【図６Ｂ】箱桁の外側ウェブにおける床版の橋軸直角方向の影響線を示す図である。
【符号の説明】
【００７２】
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　１　橋梁
　２　床版
　４ａ，４ｂ　支承
　５　橋脚
　Ｇ１　桁
　Ｓｂ　光センサ
　Ｓｄ　歪センサ

【図１Ａ】

【図１Ｂ】

【図１Ｃ】

【図２】
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【図３】

【図４Ａ】

【図４Ｂ】

【図４Ｃ】

【図５】 【図６Ａ】

【図６Ｂ】


	biblio-graphic-data
	abstract
	claims
	description
	drawings

